
第6回未来応援ネットワーク事業（2022年度）
事業実施説明

（事業実施のポイント解説）

令和４年４月

子供の未来応援国民運動推進事務局

（独立行政法人福祉医療機構）

子供の未来応援基金

本資料の目的
✔ 経理処理の注意点の確認
✔ 事業運営のポイントを確認



事業実施ガイドブック（事務の手引き）

２



第６回未来応援ネットワーク事業について

１．支援対象事業の内容

２．対象団体

草の根で貧困の状況にある子供たちに寄り添った支援活動を行うNPO法人等を支援し、
社会全体で子供の貧困対策を進める環境、応援ネットワークを構築

① 公益法人（公益社団法人又は公益財団法人）
② 一般法人（一般社団法人又は一般財団法人）
③ NPO法人（特定非営利活動法人）
④ その他ボランティア団体、町内会など非営利かつ公益に資する活動を行う
法人又は任意団体

様々な困難を抱える子供たちに寄り添ったきめ細やかな支援を届ける

３．申請結果

令和３年８月２３日～１０月４日にて公募したところ、５１５件、総額約８億５，４８８万円の
申請があった。

４．審査

子供の未来応援基金事業審査委員会を令和３年１２月２２日に開催。

３



第６回未来応援ネットワーク事業の採択結果について

⃝ ５１５団体から申請のあった事業の中から、①計画性、②連携とその効果、③戦略的な広報、④継続
性の観点等から審査を行い、１３４団体を採択することとなった。支援予定総額は約２億３００万円。

⃝ 事業類型別、団体種別、新規・継続別、支援金額別、地域別の採択数は以下のとおり。

事業A
（300万円以下） 44件

事業B
（100万円以下） 90件

□支援金額別□事業類型別

様々な学びを支援する事業 27件
居場所の提供・相談支援を行う事業 50件
衣食住など生活の支援を行う事業 37件
児童又はその保護者の就労を支援する事業 2件
児童養護施設等の退所者等や里親・特別養子縁組に
関する支援事業 3件

その他、貧困の連鎖の解消につながる事業 15件
□地域別 ※団体所在地で整理

北海道・東北 20件

関東 31件

中部 21件

近畿 31件

中国・四国 13件

九州・沖縄 18件

□団体種別

公益法人 1件
一般法人 24件
NPO法人 53件
その他任意団体 56件

□新規・継続別

新規 99件

継続
（２回目・３回目）

35件
(21・14)

４
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基金による支援対象事業等について
対象事業 期待する効果の例 審査の視点 支援対象経費等

ア．様々な学びの支援 進学率の向上や
退学率の低減等

①計画性
目的に沿った目
標の達成に向け
た計画が立てら
れているか

②連携
地域における多
様な関係者と連
携する工夫があ
るか

③広報
積極的な広報、
情報発信の工夫
があるか

④継続性
基金による支援
後の見通しがあ
るか

事業Ａ

新規又は拡充事業について活
動を支援し、団体の運営基盤
の強化を図る事業。

支援額：上限300万円
支援回数：原則３回まで
※次回以降、Ｂ事業への申請は不可

イ．居場所の提供・相談支援 社会的孤立の解消等

ウ．衣食住など生活の支援 栄養ある食事の確保
や正しい生活習慣の
習得等

エ．児童又はその保護者の
就労の支援

就労率の向上や安定
した収入の確保等

事業Ｂ（少額支援枠）

小規模での活動を行う団体に
対する支援として、以下の種
類の支援枠を選択。

支援額：30万円 or 100万円
支援回数：原則３回まで
※次回以降事業Ａに移行する場合は

両事業を合わせて原則３回まで

※事業費が少額の団体に対する支援の強
化の観点から、これまで基金による支援
（第４回以降の未来応援ネットワーク事
業Ｂを除く）を受けたことがなく、設立
後５年以内又は新規事業・実施後間もな
い事業を行う団体に限る

オ．児童養護施設等の退所者
等や里親・特別養子縁組
に関する支援

児童養護施設退所者
の生活基盤の確立、
里親委託率の向上等

※ア～オのほか、「その他、貧困の連鎖の解消につながる事業」も
対象事業となる。
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第６回未来応援ネットワーク事業 採択団体一覧（事業Ａ）

※団体名末尾に「★」が付いている団体は、継続支援団体。 ※団体所在地が主たる活動地と異なる団体については、括弧内に主たる活動地を記載。
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基金による支援対象事業等について
対象事業 期待する効果の例 審査の視点 支援対象経費等

ア．様々な学びの支援 進学率の向上や
退学率の低減等

①計画性
目的に沿った目
標の達成に向け
た計画が立てら
れているか

②連携
地域における多
様な関係者と連
携する工夫があ
るか

③広報
積極的な広報、
情報発信の工夫
があるか

④継続性
基金による支援
後の見通しがあ
るか

事業Ａ

新規又は拡充事業について活
動を支援し、団体の運営基盤
の強化を図る事業。

支援額：上限300万円
支援回数：原則３回まで
※次回以降、Ｂ事業への申請は不可

イ．居場所の提供・相談支援 社会的孤立の解消等

ウ．衣食住など生活の支援 栄養ある食事の確保
や正しい生活習慣の
習得等

エ．児童又はその保護者の
就労の支援

就労率の向上や安定
した収入の確保等

事業Ｂ（少額支援枠）

小規模での活動を行う団体に
対する支援として、以下の種
類の支援枠を選択。

支援額：30万円 or 100万円
支援回数：原則３回まで
※次回以降事業Ａに移行する場合は

両事業を合わせて原則３回まで

※事業費が少額の団体に対する支援の強
化の観点から、これまで基金による支援
（第４回以降の未来応援ネットワーク事
業Ｂを除く）を受けたことがなく、設立
後５年以内又は新規事業・実施後間もな
い事業を行う団体に限る

オ．児童養護施設等の退所者
等や里親・特別養子縁組
に関する支援

児童養護施設退所者
の生活基盤の確立、
里親委託率の向上等

※ア～オのほか、「その他、貧困の連鎖の解消につながる事業」も
対象事業となる。
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第６回未来応援ネットワーク事業 採択団体一覧（事業Ｂ）

※団体名末尾に「★」が付いている団体は、継続支援団体。 ※団体所在地が主たる活動地と異なる団体については、括弧内に主たる活動地を記載。
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第６回未来応援ネットワーク事業 採択団体一覧（事業Ｂ）

※団体名末尾に「★」が付いている団体は、継続支援団体。 ※団体所在地が主たる活動地と異なる団体については、括弧内に主たる活動地を記載。
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支援事業の流れ

・内定通知書の受け取り

・支援金申請書兼請求書の提出

・支援決定通知書の受け取り

・支援金の一括交付（4月予定）

・支援事業進捗状況調査票の提出（8～9月）

・支援事業完了報告書の提出

・支出管理エクセル・自己評価書等の提出

・支援金額確定通知書の受け取り

・返還金の振込（該当する場合）

・機構事務局による事業評価の実施

内定

決定

進捗
報告

事業
完了

金額
確定

事業
評価

支援事業の実施・
経費の対象期間

令和４年４月１日
～令和５年３月３１日

支援金交付前に必要となった
経費は立替とし、のちに

支援金を充当してください。

✔団体立ち上げ間もない場合
✔初めて助成金を活用する場
合

e,t,c,

お気軽にご相談ください。

事務局においても定期的な連絡
などによりフォローします。
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会計処理の決まりごとについて重要！

・全ての支出について、領収書等による証明が必要です。

・完了報告時には、全ての領収書等の証拠書類（写）をご提出いただきます。

・領収書等は、事業完了後7年間の保管義務があります。

● 領収書等を整理し、写しのご提出をお願いします

・全ての収入、支出について指定の「支援金支出管理エクセル」により、必ず管理し

てください。（使用方法は、支出管理エクセルのご利用マニュアルをご参照ください。）

● 支援金支出管理エクセルで必ず管理してください

※これらの決まりごとは、募集要領、助成要綱等で定められています。

会計処理が不適切な場合は…

・支援金決定の取り消し
・支援金の返還
・悪質な場合は補助金適正化法により刑事罰が課される
など、今後の活動に支障をきたす可能性があります。
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会計処理の決まりごとについて重要！

「支出管理エクセル」イメージ
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事業実施ガイドブックの重要ページ

支援事業全体について

▶P3～4 ・事業の適切な実施と法令順守、説明責任

・不適切な処理があった場合

▶P6 ・事業(活動)の実施期間、経費の対象期間は2022/4/1～2023/3/31

支援事業の経理について

▶P7～9
・支援事業専用の口座を設け、他の経理と明確に区分してください

・他の助成金等と混同しないでください

・事業を通じて得られた収入は計上してください

・機構が指定する支出管理エクセルを使用してください

13



P3～4 事業の適切な実施と法令順守、説明責任

・公正な会計処理に基づき、帳簿類等の整備・保管を行ってください。
・証拠書類により支出が確認できない場合、一部返還となる場合があります。
・不適切な処理があった場合には、刑事罰が課されることがあります。

14



P6 支援事業の実施期間

令和４年（２０２２年）４月１日から令和５年（２０２３年）３月３１日まで

支援事業の「完了」とは、事業（活動）はもちろん、令和５年３月３１日までに
経費の支出も済ませることをいいます。

（例外：家賃、光熱水費、賃金等で前払いや後払いになっているものは、支援期間内の費
用分のみ対象とすることができますが、該当する場合は必ず事前に機構にご連絡ください。

15

2022年4月1日 2023年3月31日

2022年3月31日以前の
事業の支出は対象外

2023年4月1日以降の事
業の支出は対象外

①2022年3月分の電話料金を2022年4月に支払った場合
②2023年4月分の家賃を2023年3月31日に支払った場合



P7～8 支援事業の経理

第１８条 助成（支援）対象者は助成（支援）事業に係る経理については、専用の普通預金口座を設

け、他の経理と区分し、所要の帳簿類、当該収入及び支出について証拠書類及び予算と決算との関係

を明らかにした助成（支援）金精算調書を備えなければならない。

２ 助成（支援）対象者は、前項に掲げる帳簿類、証拠書類及び支援金精算調書を事業完了後7年間

保管しておかなければならない。（助成要綱より）

・専用口座に振り込まれた支援金は、資金の流れの透明性を確保す
るため、次のことを禁止しています。

✔他の口座に全額を移して管理すること
✔一括して引き出し、全額手元現金として保管し支出すること

月単位など一定期間毎に引き出しを行うなど、管理方法について
予め役割分担や管理の流れをご検討ください。

・帳簿類、証拠書類及び支援金精算調書は、事業完了後７年間保管
していただく必要がありますので、ご注意ください。
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P9 支援事業にかかる経理の区分
・支援事業以外の経理と明確に区分してください。
・支出の管理は、必ず機構指定の「支出管理エクセル」をダウンロードしてお使
いください。
・支援事業を通じて得られた収入は、必ず計上してください。

・実施期間中に支援事業と同一事業かつ同一費目に、国又は地方公共団体及び民
間の助成機関から補助・助成等を受けることになった場合は、支援金の交付対象
外となる場合がありますので、状況が分かり次第、ご連絡ください。
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事業実施ガイドブックの重要ページ

証拠書類(領収書等)について

▶P10～15 ・事業完了後、領収書等の写しをご提出いただきます

・証拠書類は7年間の保管義務があります

対象となる経費・対象とならない経費について

▶P16～18
・団体の運営経費等は対象外です

・契約にあたっては、必ず価格比較を行ってください

・対象経費のルールや留意事項は必ず確認してください

その他の留意事項

▶P19 ・同一事業に対し他から助成金や委託費等を得られた場合

・事業計画に変更が生じる場合について

18



P10 経理関係書類の整備・管理・保管

【主な証拠書類】
・帳簿類（「支出管理エクセル」、出納帳、勘定帳等）
・領収書（業者が発行するもの、謝金や旅費の受領者に書いてもらうもの）
・振込金明細票（振込金受取書）（振込みで支払いをした場合）
・専用口座の通帳
・一般及び指名競争入札を行った場合、その内容がわかる書類
・事業の一部を業者等に委託している場合は、委託契約書関係（委託額内訳書等）一式
・賃金を支出している場合は、賃金雇用契約書（労働条件通知書）

【その他必要に応じて整備した方が良い書類】
・見積書、契約書（請書）、請求書及び納品書等
・謝金、旅費、賃金等の支払に関する団体の諸規定
・事業の一部を業者に依頼（印刷製本等）する場合は、複数業者による価格比較等を
行った書類

・備品を購入した場合は備品台帳
・賃金台帳、出勤簿、業務日誌等

・支援金の収入・支出にかかる証拠書類については、確実に整備し、支援完了後
７年間は必ず保管の上、いつでも提出できる状態にしておいてください。

・支援先団体の事務所・事業実施場所等に赴き、実地調査及び監査を行うほか、
上記証拠書類をご提出いただく場合があります。
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P12～15 領収書について①

・領収書は、①いつ、②誰に、③何のため（但し書き）にその額が支払われてい
るか証する証拠書類です。
・原則、第三者が発行するもので、代金の受取人や支払者等が証明できるものを
対象とします。ただし、団体が発行せざるを得ない費用（謝金・旅費等）につい
ては、適切な手続きにより発行されたものを対象とします。したがって、団体内
での資金移動や単なる事務処理のための「出金伝票」については、証拠書類とは
なりません。

①領収書の日付

②領収書の宛先
必ず支援先団体の正式名称としてくだ
さい。代表者の個人名、支援先団体の
支部、連携・関連団体の領収書は支援
金の支出の証拠書類とはなりません。

③内容
何に対して支払ったのか明確に記載さ
れている必要があります。
「お品代として」はNG

④５万円以上の領収書は（印紙税法
上）収入印紙が必要となります。（支払
いを受けた側が貼付けます。） 20



P12～15領収書について②：謝金

・謝金の領収書は、原則として個々の「謝金支給対象者」から求めて頂くことに
なりますが、支援先団体が領収書の作成を代行する場合も、個々の「謝金受取
人」の署名、押印が必要となります。
・１人が複数人分を代表して領収することは、実態が見えず不適切であるため、
支援の対象として認められないことがあります。

同じ人に複数回の謝金を
まとめて支払う場合は、
領収書を一枚にまとめる
ことができます。
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P12～15領収書について③：旅費

・旅費の領収書は、原則として個々の「旅費支給対象者」から求めていただくこ
ととなりますが、支援先団体が領収書の作成を代行する場合も、個々の「旅費受
取人」の署名、押印が必要となります。
・イベントなどで支援先団体がまとめて乗車券等を購入した場合は、乗車券等販
売店が発行した領収書で構いません。
・バスや電車の短距離区間の移動など、券売機等で購入した場合は、支援先団体
の旅費規程に基づき、当該旅費の領収書を用意し、保管してください。
・車で移動した際のガソリン代は、実費を上回らない場合は団体規定の算出方法
に基づいて計上することも可能です。（例：〇㎞あたり△円）

同じ人に複数回の旅費を
まとめて支払う場合は、
領収書を一枚にまとめる
ことができます。

22



P12～15 領収書の整理について

・領収書は、当機構より提供する「領収書・帳票ファイル」に経費の大費目（①
謝金②旅費③所費④対象外経費）毎に、日付順で綴ってください。
・支援期間終了後の完了報告手続きにおいて、事務局よりあらかじめ送付した
「領収書・帳票ファイル（写）」に領収書を綴った状態で提出いただきます。

・領収書は、複数の担
当者（作業にあたる人、
確認者）を決め、月毎
に整理することを推奨
しています。
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P16 支援金の対象とならない経費

・「支援対象経費」に記載されている経費項目であっても、支援事業を実施す
るために真に必要な経費と判断されたもののみが対象となります。

・支援事業の経費と他の事業の経費（団体の運営経費を含む）を明確に区分し
ていただくようにお願いします。

［ 支援金の対象とならない経費 ］
① 「支援対象経費の例（Ｐ17～18）」から以下の経費

・「支援対象経費としてのルール」及び「留意事項」で対象外となっているもの
・支援事業専用ではないもの
・支援事業実施期間外のもの

② 不動産取得費
③ 団体の運営経費
④ 内部振替のみで、支出が確認できない経費
⑤ 実施上の主体性の観点から不適切な経費

例 ・他団体が行う事業の代行に類するもの
・支援金をもとにして、他の団体に対しさらに支援金の交付を行うもの
・寄付・寄贈を目的とするもの（スポーツ大会等のメダル等は除く）

⑥ 支援金の観点から不適切な経費・予算上計上しただけで使用していない経費
例 ・接待交際費にあたるもの

・娯楽性の高い経費
・不当に単価等の高い経費 24



P17～18 支援対象経費の例・契約にあたって

各費目の「経費の例」「ルール」「留意事項」について必ずご一読ください。

【契約にあたって】該当費目：賃金・家賃・委託費等
○取引業者の選定等について社会的に誤解を持たれることのないよう必ず価格
比較を行ってください。（各費目の留意事項をご確認ください。）
○複数年で契約するものは支援期間のみが対象経費となります。
○契約を締結するにあたり、契約の相手方が自団体の役員、特に代表者など代
表権を有する者である場合は、利益相反行為となるため、その場合は特別代理
人の選任などの適正な手続きを行ってください。
〇進捗調査時、完了報告時に契約書の提出が必要です。 25



こんなときは…①〈契約〉

• 知人にフリーランスのデザイナーがいて、これまでもチラ
シのデザインをお願いしてきた。今回の事業では広報に力
を入れたいので、チラシも綺麗なものを作りたい。今まで
通り、この知人に頼もうと思っている。

〈考え方〉

• 取引業者の選定にあたっては、社会的に誤解を持たれるこ
との無いよう、価格比較を行ってください。

※特に団体独自の仕様に基づく契約の場合には、事業
に関わらない第三者が経費の妥当性を確認できる状態
にしておくことが必要です。例えば、この知人のデザ
イナーが一般的な価格（相場）よりも著しく高い金額
で契約していない旨を、説明できる状態としておくこ
とが重要となります。
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こんなときは…②〈契約〉

• 引きこもりの若者支援でコーヒー焙煎を考えている。業務
用焙煎機を200万円で購入したい。

• 高額な備品については、リース契約を検討してください。

• 予定価格が160万円を超える場合は競争入札により業者を
選定してください。（備品購入費）

（※委託費は100万円を超える場合、借料損料は80万円を超える場合、
印刷製本費は250万円を超える場合競争入札）
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こんなときは…③〈契約〉

• 連携団体に事業の一部を委託したい。
いつもお願いしている内容なので、特に書類などは作らな
くてもよいか？

• 事業や資金の透明性確保のために、委託内容や金額を双方
の協議のもと、必ず「業務委託契約書」を作成してくださ
い。
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こんなときは…④〈証拠書類〉

①領収書の日付
②領収書の宛先
③内容（但し書き）

• 印刷会社に印刷を発注したら、領収書は出しておらず、金融機関で

の払込票やATMの利用明細票を領収書とするように言われた。どう

すればよいか。

〈考え方〉

• やむを得ない事情で領収書が出ない場合、以下の領収書の①～③の

情報が複数の書類で確認できるよう、整理してください。

例）見積書や請求書＋払込票

総額の内訳等が記載された書類＋ATMの利用明細票
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こんなときは…⑤〈立替えの処理が必要な時〉

• 物品をネットショッピングを使って
購入を予定。団体に代わって、個人
名義で購入した。

〈考え方〉

• 立替えの手続きが必要です。手続き
の流れは以下のとおりです。

立替者は、立替
えにより支払っ
た証拠書類（領
収書・レシート
等）を取得

任意様式の「立
替金請求書」に、
立替えの証拠書
類を添付し支援
先団体へ請求

支援先団体は、
立替金の支払い
及び帳簿処理を
行う
※個人名義（立
替払い）と記入

支援先団体は、
立替えにより支
払った証拠書類
（領収書・レ
シート等）と立
替金請求書を保
管
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こんなときは…⑥〈計画変更〉

• 支援事業の実施中、事業計画を見直したところ、内容を変更
したい。（対象地域・回数・目標・柱立ての新規追加など）

• 新型コロナウイルスの影響により、当初の予算よりも費用が
増えた／減った。支援金の中で経費の使途を変更することは
できるか。

〈考え方〉

• 新型コロナウイルス感染症の影響などにより、事業内容や対
象経費の使途の変更が生じる場合は、その必要性や事業目的
との整合性を確認させていただきます。事業計画や資金計画
の変更を希望する場合は、事前に機構までご相談ください。
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支援事業の流れ（進捗～事業完了）

・内定通知書の受け取り

・支援金申請書兼請求書の提出

・支援決定通知書の受け取り

・支援金の一括交付（4月予定）

・支援事業進捗状況調査票の提出（8～9月）

・支援事業完了報告書の提出

・支出管理エクセル・自己評価書等の提出

・支援金額確定通知書の受け取り

・返還金の振込（該当する場合）

・機構事務局による事業評価の実施

内定

決定

進捗
報告

事業
完了

金額
確定

事業
評価

支援事業の実施・
経費の対象期間

令和４年4月1日
～令和５年3月31日

✔団体立ち上げ間もない場合
✔初めて助成金を活用する場
合

e,t,c,

お気軽にご相談ください。

事務局においても定期的な連絡
などによりフォローします。
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P39 進捗状況の確認

【確認時期】
８～９月頃（予定）
【確認項目】
・事業計画の変更の有無
・実施体制の状況
・経費執行率
・事業の実施目標の達成状況
・終了後を見据えて下半期に取り組む内容

e,t,c,
【提出いただくもの】
・進捗状況調査票
・帳簿（支出管理エクセル）
・進捗時点の契約書（写し）
・活動写真

事業の振り返りを行い、活動の進捗状況を教えてください。
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P40～48 完了報告

【ご提出いただく主な書類】・・・手引きP.40参照
・事業完了報告書
・支出管理エクセル
・支援事業の支払いに係る
領収書（写）と契約書（写）

・銀行口座の通帳（写）
・事業実績及び自己評価書
・成果物等（報告書・ﾁﾗｼ等）

【提出時期】
事業完了から1か月以内又は令和5年
4月末日のいずれか早い日まで

完了報告は、支援金の精算と実績報告のための手続きです。

支援金の精算書類

実績・成果の報告書類
※報告書は対外的な成果普
及や活動内容の共有を目的
とした内容で構いません。

【返還が必要な場合】
精算手続きの結果、予算未消化がある場合はご返還いただきます。
※返還金をなくす目的で無理に支援金を支出する必要はありません。
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P49～50 団体情報の変更

各種様式は「支援先団体専用HP」よりダウンロードしてください

「変更届」に内容が確認できる書類を添付して提出ください。

【変更内容の例】
・法人格・団体名・代表者
・団体住所・連絡先（メールアドレス）

※この他に法人印や定款、理事や監事の変更が生じた
場合は、ＷＡＭ担当者へご連絡ください。

※事業内容の変更の場合「変更届」の提出は必要
ありませんが、まずはWAM担当者へご相談ください。
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